予算要求資料
平成27年度9月補正予算　　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費　　　
	事業名　新北陸新幹線誘客促進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

商工労働部 観光国際局 観光誘客課 国内誘客係　電話番号：058-272-1111（内3075）

　　　　　　　E-mail： c11335@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　補正要求額　35,000千円（現計予算額：  0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現　計
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正
要求額
	35,000
	35,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
北陸新幹線が開業し、北陸デスティネーションキャンペーン（H27.10.1
～12.31）の開催による首都圏への大々的アピールなど、北陸地域への更なる注目や旅行需要の高まりを好機と捉え、北陸に向けられた首都圏在住者の目を岐阜県（特に近接する飛騨地域）に向けるため、飛騨３市1村及び富山県、石川県と広域連携した首都圏向けプロモーションの強化や北陸から飛騨地域への新たなバスルートの造成を実施する。
（２）事業内容

① マスコミを利用したＰＲ（6,201千円）
多くの人に岐阜が北陸に隣接していることを認識し、旅行目的地として考えてもらえるよう、一般誌等広く一般の人々に接触できる媒体を利用して、アクセスを中心とした位置関係、県内の観光地やグルメの紹介を行う。
② 大手インターネットサイト等と連携したＰＲイベント（18,716千円）
通販や観光地・グルメ紹介を行う大手インターネットサイトを利用し、岐阜県（主に飛騨地域）の観光や味覚・物産を紹介するとともに、サイトに連動したイベントによってより多くの人の興味を惹き、岐阜県公式観光サイト等に誘導するとともに、旅行等来訪につなげる。
③ 広域マップの作成（4,860千円）
岐阜県の位置関係やアクセス方法を示すため、関東～関西を含む広域観光マップを作成し、イベント等で配布していく。
④ 飛騨地域へのバスルート造成（5,223千円）
北陸新幹線利用客を中心に、北陸から飛騨地域へのバスを利用した周遊旅行を促進するため、ＪＲ富山駅から白川郷、高山市を結ぶ新たなバスルートの造成を行う。

また、そのルートをＰＲするためのウェブサイトやリーフレットを作成し、首都圏の旅行会社やメディア等に情報提供していく。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）

　　　上乗せ交付分充当
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	777
	①「マスコミを利用したＰＲ」経費　　　　　　　　　201千円
②「大手インターネットサイト等と連携したＰＲイベント」経費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　435千円

④「飛騨地域のバス利用旅行促進」経費　　　　　　　141千円

	需用費
	541
	②「大手インターネットサイト等と連携したＰＲイベント」経費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　541千円

	委託料
	33,682
	①「マスコミを利用したＰＲ」経費　　　　　　　　6,000千円
②「大手インターネットサイト等と連携したＰＲイベント」経費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 17,740千円

③「広域マップの作成」経費　　　　　　　　　　　4,860千円

④「飛騨地域のバス利用旅行促進」経費　　　　　　5,082千円

	合計
	35,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　岐阜県長期構想
　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　３　地域の魅力を高め、観光交流を拡大し、消費を増やす

　　（人を呼び込み、地域の消費を拡大するために）
岐阜県観光振興プラン
（２）事業主体及びその妥当性
本県の首都圏での知名度はまだまだ低く、どこにあるかわからない人も多い。こうした中で、首都圏からの誘客を促進するためには、北陸新幹線の開業によって首都圏から飛騨へのアクセスがよくなったことを契機ととらえ、飛騨３市１村および石川県・富山県と広域的に連携してＰＲを実施することで、認知度を向上させ、旅行目的地として選ばれるようにすることが必要であることから、当事業については県が事業主体となり、国の交付金を活用して実施することが妥当。

事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・ＪＲが北陸デスティネーションキャンペーン（H27.10.1～12.31）で北陸への旅行を大々的にアピールしているのを好機と捉え、北陸に向けられた首都圏在住者の目を岐阜県（特に近接する飛騨地域）に向け、誘客につなげる。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	観光消費額


	－億円
（H  ）
	2,372億円
（H23）
	2,460億円
（H24）
	2,659億円
（H25）
	3,000億円
（H29）
	88.6％


	観光入込客数


	－万人

（H  ）
	3,589万人

（H23）
	3,619万人

（H24）
	3,844万人

（H25）
	4,500万人

（H29）
	85.4％

	宿泊客数

（延べ人数）
	－万人

（H  ）
	  558万人

（H23）
	  583万人

（H24）
	  604万人

（H25）
	 660万人

（H29）
	91.5％



  ※平成23年度から集計方法を変更したため、それ以前の結果とは比較不可能
○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	観光誘客数および観光消費額の向上のためには、県外からの誘客を図る必要があり、特に、まだ本県の認知度が低い首都圏からの誘客促進を図ることは急務である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
首都圏からの誘客を目指す、競合他県との差別化。従来の観光資源であっても視点を変え、見せ方を変える等、常に工夫が必要。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

認知度の向上のためには、継続的に首都圏でのＰＲをする必要があり、また、その時に興味を持ってもらえるコンテンツを提供していくことが必要。受け入れ市町村との連携を図り、マンネリ化することなく、ＰＲを継続していく必要がある。


